
　　

















包括外部監査の結果に基づき講じた
措置について

30 10 12 金曜日令和５年６月20日 火曜日 （第5131号別冊）



－平成29年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査指摘 【沖縄県高等学校定時制課程修学奨励 監査結果を踏まえ、本規則に沿った事 教育委員

貸付金・沖縄県高等学校通信制課程修 務執行を行っている。 会教育支

学奨励貸付金】 援課

償還猶予の運用について、本規則を

ふまえた手続に改善するか、本規則を

見直して本条例の規定に合わせるかし

て、是正されたい。

監査指摘 【沖縄県高等学校定時制課程修学奨励 「期限の利益喪失」の規定は、履行期 教育委員

貸付金・沖縄県高等学校通信制課程修 限を遵守しない場合等に残金を一括請求 会教育支

学奨励貸付金】 できるというのものであるが、本貸付金 援課

本貸付金の根拠となる本条例等に期 は卒業すれば返還が免除されることか

限の利益喪失についての規定を明記 ら、返済を前提とする一般的な貸付債権

し、借用証書にも同規定を明記すべき とは違いがある。また、経済的理由で修

である。 学を断念することなく卒業を奨励すると

いう趣旨に鑑み、貸付に際し、被貸与者

の心理的なハードルを下げて、活用しや

すいものとする必要があると考える。

監査結果を踏まえつつ、新たに貸与後

の事務手続をまとめた資料を作成して被

貸与者に配布しており、被貸与者は必要

な手続・手順を予め把握することが可能

となっている。また、各学校において

も、返還事由が生じた際には速やかに対

応できるよう、定期的に被貸与者の学

業・就労・生活状況の把握を行ってい

る。

監査意見 【沖縄県高等学校定時制課程修学奨励 本貸付金は被貸与者が卒業すれば返還 教育委員

貸付金・沖縄県高等学校通信制課程修 を免除されるという仕組みになっている 会教育支

学奨励貸付金】 が、返還事由が生じた際には、速やかに 援課

借用証書、返還明細書の作成時期に 返還に係る措置をとることは重要であ

ついて、貸与の決定ないし貸付の実施 る。

後すみやかに作成する制度への改善を 監査意見を踏まえつつ、本制度の趣旨

検討すべきである。 に鑑み、貸与決定時に借用証書等の様式

を予め周知するとともに、各学校におい

て、生徒の退学時には修学奨励金の貸与

状況を確認している。また、貸与後の事

務手続をまとめた資料を作成し、被貸与

者に周知している。

これらの対応により、現行制度におい

ても、各学校で対象者の把握を行うとと

もに、被貸与者が現在の借用状況や今後

必要となる手続・手順等を予め把握する

ことが可能となっており、借用証書等の

作成が困難になるといった事態を未然に



防いでいる。

－令和３年度包括外部監査報告に係る分－

指摘区分 監査結果又は監査意見の内容 監査結果又は監査意見に係る措置 担当部課

監査意見 【沖縄県立名護青少年の家】 令和４年４月１日以降に再委託した業 教育委員

再委託承認手続について、「再委託 務について、「再委託の適正化について 会生涯学

の適正化に係る通知」に従って適切に （通知）」（平成27年２月16日付け総財 習振興課

実施されたい。 第1242号。総務部財政課長発出。）に従

い、再委託の承認を行った。

監査意見 【沖縄県立名護青少年の家】 「沖縄県立名護青少年の家 管理運営 教育委員

「沖縄県立名護青少年の家 管理運 に関する基本協定書」における月例実績 会生涯学

営に関する基本協定書」における月例 報告書の提出期限は、指定管理者募集時 習振興課

実績報告書の提出期日について、運用 の業務仕様書に基づき翌月15日と設定さ

指針等に従い適切な提出期日を設定さ れたものである。

れたい。 次期指定管理者募集に係る業務仕様書

（令和４年８月）においては、月例実績

報告書の提出期日を運用方針等に従い翌

月10日とした。

指定管理者の指定後に締結する協定書

においても運用方針等及び業務仕様書に

従い提出期限を設定した。
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